
カテゴリ 現状 図表 

1.産業全般 幹線沿いにある首都圏の他政令市との比較で
は産業規模が小さい 

• 千葉市の人口は約９７万人、市内総生産額は約３兆円、民営事業所
数は約３万２千事業所。 

• 首都圏の他政令市の内、横浜市、川崎市、さいたま市といった幹線
沿いにある都市と付加価値額を比較すると、本市の産業規模は小さ
い 

第３次産業が域内住民・周辺地域住民の消費と
雇用を支えている 

• 地域住民は雇用者所得の多くを域内産業（主に第３次産業）から得
ている 

• 地域住民による、「サービス業を中心とした第３次産業からの生産
物」が域内消費の中心 
 

小売業・サービス業といった域内市場産業が約
７５％を占めている 

• 付加価値額や従業者数で見ると、小売業やサービス業等の域内市
場産業が約７５％を占めている 

• 従業者１人あたり付加価値額、１事業所あたり付加価値額は、製造
業等の域外産業の方が高い。 

• 首都圏の他政令市と付加価値額を比較すると、域外市場産業の割
合が小さい。 

産業分野別の集積状況（製造業・情報通信業・
農業食品関連・観光消費関連など） 

• 製造業の集積 付加価値額：約１，２９７億円 
• 情報通信関連業の集積 付加価値額：約１，０２０億円 
• 農業・食品関連の産業の集積 付加価値額：約１，４６６億円 
• 観光消費関連産業の集積 付加価値額：約１，５４６億円 
• 小売業・サービス業の集積 付加価値額：約４，０６８億円 

地域的な集積状況（臨海地域・内陸工業団地・
幕張新都心） 

• 京葉臨海地域（新港・蘇我） 付加価値額：約１，１１６億円 
• 内陸工業団地 付加価値額：約３４３億円 
• 幕張新都心地区 

中小企業の低い労働生産性・特に中小製造業
では付加価値額の減少要因が大きい 

• 大企業と比較して中小企業の労働生産性は低水準 
• 中小企業では、従業者数の減少（削減）が主な労働生産性の押し上
げ要因となっている 

• 特に中小製造業では殆ど労働生産性は上昇しておらず、付加価値
額の減少が生産性の押し下げ要因となっている 

 

全国的に企業数は減少傾向 
• 全国の企業数は１９９９年以降一貫して減少傾向にある 
• ２００９年から２０１４年の５年間で３９万者の減少となっており、また、
企業規模別にみると、特に小規模企業が４１万者減少している 

後継者不足により黒字状態で廃業する企業が
多数 

• 休廃業・解散企業について、経営者の年齢が６０歳以上の割合は８２．
４％ 

• 黒字状態で廃業した企業の割合は５０．５％で、利益率が１０％以上
の企業は１３．６％もある 

• 市内中小企業の状況千葉市の企業数の内、約９９％は中小企業が
占めている 
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2.観光・ＭＩＣＥ
分野 

全国的に国際会議の件数は増加傾向 
• 平成２８年の国際会議開催件数について、全国では前年より２
７４件増の３１２１件、千葉市は前年より１２件増の４３件で、都
市別ランキングでは１４位。 

• 幕張メッセの来場者数は平成２８年度には６５０万人を超え、
ピーク時７００万人に近づきつつある。 

市内宿泊者は増加傾向・ビジネス目的来訪
も多数 

• 本市の外国人のべ宿泊者数は、平成２５年の約１６万人泊から
平成２９年の約４３万人泊へと拡大傾向にある。 

• 千葉市への日本人宿泊者のほとんどは１泊であり、宿泊理由
としては訪問する場所（目的地）に近いためという回答が多い。 

• 展示会や取引先等への出張といったビジネス目的での宿泊が
多く、また、観光ではイベント等を目的とした来訪が多い。 

• 千葉市内の１泊あたりの目的別支出額は、ビジネス目的は約
２．１万円、ビジネス以外の目的は約３．７万円 

• ビジネス以外の目的の方が支出額への貢献度が大きい傾向
にある。 

 

観光目的の来訪者数は近年横ばい状態 
• 千葉市への観光目的の来訪者は近年横ばい傾向が続いてい
る。 

 

臨海部の観光資源は充実・内陸部は取組
みの余地が大きい 

• 「千葉氏」「大賀ハス」「加曽利貝塚」「海辺」という本市の歴史
やルーツに根ざした地域資源の活用進めている 

• 臨海部は千葉中央港旅客船さん橋の開港や、全国工場夜景
都市協議会への加入などにより、観光資源の充実が図られて
きた。 

• 内陸部は、泉自然公園内の森林アスレチックのオープンや、特
区民泊の認定開始などの新たな集客としての機会が見込まれ
るものの、内陸部の緑・里・農の豊富な資源を活かした取組み
はまだ十分とはいえない。 

 

3.雇用労働分
野 

全業種で人手不足感が高い 
• ２００９年以降、特に従業者規模２９人以下の事業所の求人数
が大幅に増加 

• 実際の雇用者数の推移について、従業者規模５００人以上の
事業所では約３８２万人増加している 

• ２９人以下の事業所では約２１５ 万人減少している 
• 市内企業への調査結果でも、全業種で人手不足感が高い状
況が続いている 

専門的・技術的職業で特に求職者数が不
足している（雇用のミスマッチ） 

• 事務的職業では求職者数が過剰な一方で、サービスの職業及
び専門的・技術的職業では求職者数が不足しているという、ミ
スマッチの状況にある 

4.人口減少の
影響 

今後の人口減少に伴い、需要減少と生産
力不足が並行して進み、経済規模の縮小
が予測されている 

• 人口の減少は不可避であり、生産年齢人口の減少と非生産年
齢人口の増加（特に高齢者人口の増加）は確実に進行する。 

• 本市の産業構造から、人口減少に伴い、需要の減少と生産力
の不足が並行して進むことにより、経済規模が縮小していくと
予測される 

• 千葉県全体でみると、人口の重心は徐々に県北西の東葛・葛
南エリアの市部に移りつつある一方で、千葉市周辺市町村や
県東南部での人口減少が著しくなっている。 

 地域経済循環図 

 法人市民税額の推移 

 Ｈ２１年⇒Ｈ２７年 企業規模別労働生産性上昇率 

 休廃業・解散企業の売上高経常利益率（Ｈ２９年） 
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• 市内３次産業からの雇用所得
が最も多い。 

• 市外から雇用所得を得ている
市民の割合は、他政令市との
比較では少ない 

中小製造業の労働生産性は、
殆ど上昇していない 

約５０％は黒字
状態で廃業 

利益率が１０％以上の
企業が１３．６％ 

日本人 
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取るべき対応（課題） 

1.新たな需要の獲得へ向けた
対応 

域外からの資金循環と、既存企業との取引拡大の必要性 
• 域内の消費人口の減少を補うためには、域外から稼ぐ産業の集積と育成が必要 
• 域外市場産業と、地域内の企業との取引増加等により、地域全体としての付加価値額向上を図ることが必要 

地域特性を活用した今後の成長が期待できる分野の集積と育成 
• 横浜市・川崎市・さいたま市といった幹線沿いにある都市とは異なる本市の地域特性を活用して、今後の成長が期待できる分野の集積と育成を
図ることが必要。 

 

域内消費人口減少への対応として、域内産業の市場拡大の必要性 
• 周辺地域への市場拡大 
• 住民の年齢構成や生活スタイルの変化といった需要の質の変化に対応した市場の拡大 

 

2.生産性向上へ向けた対応 労働生産性向上の必要性 
• 売上規模の拡大や、高付加価値商品の開発・販売などによる付加価値額の向上 
• 従業員の能力向上といった人的投資や、ＩＣＴ技術といった設備投資による生産性の向上 

 

約９９％を占める中小企業の持続的な経営の必要性 
• 生産性が比較的高いにも関わらず、後継者難などにより廃業を迫られる企業の、経営資源の適切な引き継ぎが必要 

 

3.域外需要取り込み策として観
光・ＭＩＣＥ分野の重要性 

域外需要獲得が期待できる分野としての重要性 
• 訪日外国人客数は増加傾向、MICE件数も国全体として伸びている中、インバウンド誘致による外貨獲得は本市への経済効果を生むために必須。 

 

関係団体や周辺地域との連携による資源や機能の相互補完的な活用の必要性 
• 千葉県やちば国際コンベンションビューロー、幕張メッセ、ホテル、旅行代理店等のステークホルダーと連携し、積極的なMICE誘致活動や主催者
のニーズに即した国際会議の受入支援やアフターコンベンションのさらなる充実が必要 

• 市外から「住んでみたい」「訪れてみたい」という魅力的な地域資源の発信、「モノ」ではなく「コト」を楽しんでもらえる体験機会の創出、周辺自治体
との広域連携による新たな観光プロモーション施策として必要 

 

地域特性を活かした本市ならではの取組みの必要性 
• 工場夜景の推進をはじめとした「夜」の楽しみ方を提案する都市型観光の強化とともに、特別史跡に指定された加曽利貝塚や里山の豊富な観光
コンテンツ、特区民泊を活用した滞在型観光プランによるグリーンエリアの多彩な観光資源の発掘と魅力の向上が必要 

• 横浜市・川崎市・さいたま市といった幹線沿いにある都市とは異なる本市の地域特性を活用して、今後の成長が期待できる分野の集積と育成を
図ることが必要。 

 

宿泊者の動向に応じた対応の必要性 
• 幕張メッセの展示会への訪問や取引先等への出張を中心とした、ビジネス目的の宿泊者が多いことから、このような宿泊客に対する平日夜や週
末の過ごし方の提案や、市内観光へ誘導するための市内定番スポットの確立と、さらなる宿泊者数の増加が今後求められる。 

4.人手不足への対応と将来の
産業人材の育成 

企業の人材定着率・人材採用力向上の必要性 
• 魅力的な職場づくりによる、人材の定着率や採用力の向上が必要 

 

求職者側の多様な職種に対する理解促進 
• 求職者側は、技術系職種への理解促進、キャリア教育の充実、職業訓練の充実などが必要 
• 若年者、女性、高齢者、外国人の就労促進による労働参加率の向上 

 

産業構造の変化に対応し高い付加価値を生み出す産業人材育成の重要性 
• 従業員の能力向上といった人的投資などによる生産性の向上が必要 
• IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボットに代表される技術革新に伴う産業構造の変化へ対応し、高い付加価値を生み出せる産業分野で活躍
できる人材の育成が重要 

 

地域経済の担い手となる企業の創出の必要性 
• 欧米諸国に比べて特に低いという結果が出ているため、創業に対する意識を高めていくことが重要 
• 各段階に於ける課題を認識し、対応する支援策を適切に適用していくことが重要 

 

5.広域経済圏の視点 周辺地域との連携による資源や機能の相互補完的な活用の必要性 
• ちば共創都市圏の中心都市として、圏域内の各地域との機能補完により、圏域全体として企業活動を行いやすい環境を構築することで、地域経
済の持続的な発展を目指すことが必要 

• 地域住民の圏域外への流出を防ぐため、東南地域も含めた圏域全体として、就労の場と雇用促進に取組むことが必要 

 

２．取るべき対応（課題）と経済政策の方向性 

１．競争力のある産業集積の
形成による地域経済の成長 

２．市民生活を支える持続性
の高い地域経済の構築 

３．海辺・里山の観光資源や本市
の立地特性を 活かしたＭＩＣＥ誘

致・観光プロモーション強化によ
るグローバルな観光需要の取込
み 

４．チャレンジ精神に富む人
材・企業の輩出 

・市外需要の獲得と、域内・域外産業間の取
引拡大 

・市内農産物の高付加価値化と、販路開拓の
推進 

・周辺地域への商圏・事業領域拡大、労働生
産性向上 

・事業承継支援による適切な経営資源の引き
継ぎ支援 

・経済波及効果の大きいＭＩＣＥ誘致の促進 

・市内地域資源のブラッシュアップによる観光
資源化 

・夜間における魅力的な経済・文化振興に資
する取組 

・女性・シニア等の多様な人材の就労支援 

・多様なビジネスチャンスを創造しやすい都市と
しての 強みを活かした起業支援 
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経済政策の方向性 



 
 

 

３．課題～政策の方向性～重点分野～主な事業展開について 

経済政策の方向性 重点分野 

１．競争力のある産業集
積の形成による地域経済
の成長 

２．市民生活を支える持
続性の高い地域経済の
構築 

３．海辺・里山の観光資源や
本市の立地特性を 活かした

ＭＩＣＥ誘致・観光プロモー
ション強化によるグローバル
な観光需要の取込み 

４．チャレンジ精神に富む
人材・企業の輩出 

・市外需要の獲得と、域内・域外産業間
の取引拡大 

・市内農産物の高付加価値化と、販路
開拓の推進 

・周辺地域への商圏・事業領域拡大、労
働生産性向上 

・事業承継支援による適切な経営資源
の引き継ぎ支援 

・経済波及効果の大きいＭＩＣＥ誘致の
促進 

・市内地域資源のブラッシュアップによる
観光資源化 

・夜間における魅力的な経済・文化振興
に資する取組 

・女性・シニア等の多様な人材の就労支援 

・多様なビジネスチャンスを創造しやすい
都市としての 強みを活かした起業支援 

①製造業の産業集積を活用した成長
ものづくり分野 

②情報サービス業の産業集積を活用
した第４次産業革命分野 

③食品関連産業の集積や流通拠点
としての立地特性を活かした農業・食
品分野 

④医療業・福祉業、健康・運動系サー
ビスの集積を活用した医療・ヘルスケ
ア関連産業分野 

⑤地域中小・小規模事業者の持続的
な発展の支援 

⑥市民生活を支える小売業・サービ
ス業の振興 

⑦地域経済効果を最大化するための
ＭＩＣＥ誘致・開催、国際イベントの誘
致 

⑧市内外の地域の特性を活かした観
光資源の開発及び集客プロモーショ
ンの実践 

⑨スポーツを核とした関連ビジネスの
振興と地域の消費喚起 

⑩市内企業への安定的な就職の支
援と産業人材の育成 

⑪スタートアップ企業の輩出による産
業の担い手育成 
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取るべき対応 
（課題） 

主な事業展開 

新たな需要の獲得
に向けた対応 

生産性向上に向け
た対応 

域外需要取り込み
策として観光・ＭＩＣＥ
分野の重要性 

人手不足への対応
と将来の産業人材
の 
育成 

広域経済圏の視点 

• 新たな産業用地の整備による、企業立地の促進による更なる産業集積 
• 設備投資の促進による、高付加価値化や効率化を通じた生産性の向上 
• 市域内や周辺地域の企業等とのバリューチェーンの構築 
• ポリテク等との連携による、従業員の育成を通じた労働生産性の向上 
• 全国や海外といった需要規模の大きな域外市場の獲得へ向けた販路開拓支援 

• 企業立地の促進による先端技術産業の集積 
• ＩＣＴ技術を活用して高い付加価値を生み出せる人材の育成。 
• オープンイノベーションの促進など研究開発の促進 
• ＩＣＴ技術を活用した他産業の生産性向上（効率化＆付加価値額向上） 
• 国家戦略特区を活用した最先端技術の実用化・ビジネス化へ向けた実証事業の促進 

• 新たな産業用地の整備による、企業立地の促進による更なる産業集積 
• 企業の農業ビジネスへの参入促進 
• 設備投資の促進による、高付加価値化や効率化を通じた生産性の向上 
• 県内の流通拠点として農業・食品関連のバリューチェーン構築 
• 千葉市産の農産物や食料品のブランド化による高付加価値化 
• 農業生産地の観光資源としての活用 

• 企業立地の促進による医療・ヘルスケア関連産業の集積 
• 大学やその他関連機関と企業との連携による、研究開発成果の製品化の促進 
• 健康・運動系サービス事業者の市場となる、健康寿命延伸へ向けた需要の創出 
• 介護現場のオペレーションを踏まえた介護機器の開発と実用化の促進 
• 介護現場で利用されている介護機器のメンテナンスを担える人材の育成 

• 企業、大学、研究機関等との連携を強化し、販路開拓支援・商品開拓支援・技術支援
等の多様な支援ニーズにきめ細かく対応 

• 生産性が比較的高いにも関わらず廃業の恐れのある小規模企業に対して、経営資源
の適切な引き継ぎの支援 

• 店舗の販売力向上へ向けた支援 

• 付加価値の高い商品・サービスの販売や、年齢構成の変化や生活スタイルの変化に
対応した商品・サービスの販売へ向けた支援 

• 近隣地域への市場拡大により、広域的な地域全体として市場拡大と雇用の創出 

• ちば国際コンベンションビューローと連携したＭＩＣＥ誘致活動の強化 
• レセプション、アフターコンベンションツアー等の主催者のニーズに応じた開催支援 
• オリパラ開催後に向けた新たな誘致制度の創設 

• 今後の成長が期待できる本市産業分野の振興を目的とした、関連する国際会議や展
示会等に対する積極的な誘致・開催支援 

• 海外プロモーションや受入環境整備などによるインバウンドの推進 

• 特区民泊への助成制度創設、サイクルツーリズムを通じた里山の魅力発信などによ
るグリーンツーリズムの推進 

• 現地発着体験観光プラン「千葉あそび」の魅力向上などによる国内向け観光プロモー
ションの推進 

• 夜間の経済・文化活動の振興（ナイトタイムエコノミー） 

• ホームタウンチームの集客力と魅力を経済活性化や人口流入などに結び付ける。
（ホームタウンの推進） 

• スポーツ施設などを活用した新ビジネスの創出に対する支援 

• 自社ＰＲ力の向上や、キャリアパス、働き方改善、人材育成、福利厚生などの処遇改
善への支援による事業者の採用力向上へ向けた取り組み 

• 千葉労働局やポリテクカレッジなどの関係機関と連携し、基礎研修などの職業訓練に
よる求職者の就職力向上へ向けた取り組み 

• 実践的・体験的なキャリア教育の推進による将来の産業人材の育成 
• 技術革新に伴う産業構造の変化へ対応し、高い付加価値を生み出せる人材の育成。 

• 地域経済の新たな担い手となる創業者の育成へ向けた支援 
• 創業期や成長期にある企業が新たなビジネスを生み出す新事業創出へ向けた支援 


